
①未創業 ②個人事業主 ③法人
（個人事業主を経ず法人を設立した場合）

④法人成り
（個人事業主から法人成りした法人）

その他必要書類なし ・開業届 ・履歴事項全部証明書
・開業届
・廃業届又は法人設立届
・履歴事項全部証明書

必要書類

特定創業証明書　発行対象フローチャート　　

現時点で事業を営んでいますか？

創業相談後、６カ月以内に創業する予定ですか。

個人事業主から法人成りした法人ですか。

複数事業を営んでいますか。

い
い
え

は
い

個人事業の開業から５年以内ですか。 開業から５年以内ですか。

は
い

い
い
え

は
い

い
い
え

は
い

い
い
え

は
い

い
い
え

は
い

い
い
え

□ 特定創業の対象
④ 法人成り

□ 特定創業の対象外 □ 特定創業の対象
② 個人事業主
③ 法人

□ 特定創業の対象外

□ 特定創業の対象
① 未創業

□ 特定創業の対象外

現在営んでいる事業のうち、１番最初に開業した事業の開業日は５年以内ですか。
※個人事業として開業し、その後個人事業を廃業せずに法人を設立した場合は
個人事業のみ証明書の発行が可能です。

は
い

い
い
え

□ 特定創業の対象外□ 特定創業の対象
② 個人事業主
③ 法人

注意
事業承継（親から子への事業の引継ぎ等）
により引き継いだ事業は特定創業の証明
書発行の対象外です。

※相談最終日に商工会議所より渡される発行願/申込書/計画・報告書の３枚は必ずお持ちください。


